
令和７年度事業計画

事業計画の策定にあたって

　昨年は年明けに能登半島地震が発生し多くの木造住宅の倒壊やRC造のビルの転倒など甚大な被害
が生じたほか、８月には日向灘を震源としたM7.1の地震により気象庁が初めて「南海トラフ地震臨
時情報」を発出するなど大地震の発生が危惧される状況にあり、当協会においても行政及び関係団体
と協力しながら今後予想される地震や、地球温暖化に伴う異常気象などへの対応に一層の取り組み強
化を進める必要がある。
　また、建築基準法及び建築物省エネ法の改正が本年４月に施行され、これに伴う建築主への周知や
省エネルギーへの取り組みを進めることも建築士事務所の重要な業務のひとつと考えられ、建築士法
に規定された団体として協会員の健全な経営・発展を図るべく消費者からの信頼性の向上を図る活動
を積極的に行うとともに、研修・講習会等の開催により協会全体の資質向上に努める。

事　業　計　画

１．総務・企画に関すること
⑴　構成員（会員）の増強等組織の拡充

◦講習会、事務所登録の新規・更新手続の機会等の色々な機会を通じて、建築士事務所協会の紹
介や加入促進に向けたパンフレットの配布、キャンペ－ン事業の実施等、建築士事務所のＰＲ
と加入促進を行う。（県内の登録事務所の30％加入を目標とする）

⑵　建築士法で定められた法定団体として、建築士法第27条の５（苦情の解決）に基づく苦情の解
決業務の実施

⑶　第47回建築士事務所全国大会（新潟大会）への参加計画の調整
［開催日］令和７年10月３日（金）　　［開催場所］新潟市

⑷　既存住宅状況調査に係る相談への対応
⑸　行政機関等との相互連携の調整及びその事業推進に係る業務協力の統括
⑹　協会の運営に関わる関連諸規定の整備
⑺　建築士事務所の業務の適正化、倫理の確立
⑻　委員会に属さない事業への処理・対応

２．広報・編集に関すること
⑴　協会の広報活動の実施

◦ホ－ムペ－ジを活用した広報活動の充実を図り、人材確保のためのリクルート情報発信を含め
た迅速な情報提供を幅広く行う。

◦広報誌：会報「建築とっとり」を編集・発行し、諸機関に配布するとともにホームページへ掲
載して情報を発信する。

⑵　建築士事務所のキャンペ－ンの実施
◦建築士法に規定された団体としての社会的意義及び役割等について、会員事務所、未加入事務



所、県民へ周知するため、イベント等に参加して「住まいの無料相談会」を実施する。
⑶　建築ＣＰＤ情報提供制度の活用推進のための情報提供

◦認定対象となる講習会の開催にあたっては、建築ＣＰＤの認定を取得する。

３．業務・技術に関すること
⑴　法定講習及び知事指定講習の円滑な運営・実施への協力

◦登録講習機関（公財）建築技術教育普及センタ－、（一社）日本建築士事務所協会連合会、及
び（一社）鳥取県建築士会と連携しながら、円滑な講習会の運営・実施を図って行く。

①「建築士定期講習」（法定講習）の開催（建築士会と共催）
　年度を４期に分けて、建築士会と分担して講習会を開催しているが、今年度の講習会は、建
築士事務所協会が第２期及び第４期に各１回の講習を実施する。

［第２期］令和７年７月　伯耆しあわせの郷　定員30名
［第４期］令和８年２月　伯耆しあわせの郷　定員30名

②「開設者・管理建築士のための建築士事務所の管理研修会」（知事指定講習）の開催
　建築士事務所の管理建築士及び開設者の資質向上を図り、業務の健全な発展に寄与するた
め、知事指定を受けて講習会を行う。

⑵　業務・技術に関する講習等の実施
① 技術講演会、講習会、研修会、視察等の企画構築

◦県外研修会の実施
②日事連企画講習等

日事連、住宅リフォーム紛争処理支援センター等と連携した研修会の実施を検討する。
◦「建築士事務所のトラブル回避のポイント」研修会の実施
◦「工事監理ガイドライン」に関する講習会の実施

⑶　「既存住宅状況調査技術者講習」及び「適合証明技術者業務講習」の実施
◦既存住宅状況調査技術者講習の新規、更新講習の実施
◦適合証明技術者業務講習（既存住宅状況調査技術者登録が受講要件）の実施

⑷　設計業務他に係る図書等の編集・発行
◦建築工事仕様書等の編集・発行（必要に応じて）

⑸　既存木造住宅（民間）の耐震診断等業務の協力
◦県・各市町村が実施している木造住宅耐震診断業務、戸別訪問、専門家派遣への協力
◦木造住宅耐震診断委員会の開催（随時）
◦木造住宅耐震診断歩掛の作成

⑹　高齢者居住住宅（民間）の改修事業への協力
◦高齢者居住住宅（民間）の改修に際し、助言等を行う指導員（建築士）を派遣する事業（行政

機関が実施）への実施協力
⑺　建築士事務所賠償責任保険制度の加入促進

４．青年部会に関すること
　中四国ブロック協議会青年部会に対応するため青年部会の設置を目指すとともに、若手会員の育成



を進めるための方策を検討する。

５．建築士事務所登録等の業務に関すること
　「指定事務所登録機関」として、県と綿密な連携を図りながら適正な建築士事務所登録等の業務を
実施する。また、令和７年度より建築士事務所登録受付システム（オンライン申請）の運用を開始す
る。

６．地域研修・研究事業活動に関すること
　地域毎に独自の研修・研究事業に取り組み、技術等の研鑽・知識の向上を図るための活動を実施す
るとともに、地域まちづくり・住環境整備等の支援事業にも取り組む。

７．建築物耐震化の推進に関すること
⑴　既存建築物耐震診断等評定業務の実施

◦鳥取県耐震診断等評定委員会及び専門委員会の開催
◦評定対象建築物　２棟を予定（公共施設）
◦評 定 委 員 会　１回を開催予定
◦専 門 委 員 会　評定委員会に合わせて開催し、予備審査・修正確認審査を実施する。

⑵　耐震診断・耐震改修に係る相談対応業務の実施
◦相談窓口を設置し、建物所有者からの様々な耐震診断・改修に係る相談に応じる業務を実施

⑶　行政機関が実施する耐震化推進事業への協力
◦行政機関が所管する建築物の耐震診断・改修等への実施・協力

８．特定建築物の定期調査等の推進に関すること
⑴　特定建築物の定期調査業務（民間）…令和７年度対象：病院、診療所、ホテル、旅館

◦特建審査委員会の開催（随時）
特定行政庁への報告提出期間　令和７年４月１日～令和８年３月31日

⑵　特定建築物の定期点検等に係る調査業務への協力（公共施設）


